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１．はじめに

再編期の福祉国家において様々な福祉改革のアイディアが流布しているが、米の福祉改革はワークフェアとして注目され、欧の福祉改革にも影響を与えてきた。しかし、欧の政策立案者は、ワークフェアよりも論争が少なく好ましい用語として、アクティベーションを用いるようになり、欧米の福祉改革はアクティベーション概念を通して比較されるようになってきた。本報告は、代表的な比較研究において米の福祉改革がどう位置づけられているかを概観し、ワークフェアの分析に必要な視角を明らかにする。
２．第一波改革（1990年代）

　1990年代以降、欧米で公的扶助などの最低所得を保障する給付金への受給条件として、労働や労働関連の活動を要請する政策が、導入・強化された。この政策は「ワークフェア」と呼ばれたが、米では1980年代から導入され1990年代後半に強化される一方で、そのアイディアは1990年代に米から欧へ強力に普及していった。
1990年代の政策動向に対して、対象を公的扶助に限定しつつワークフェアの体系的な政策比較を初めて行ったのが、Lodemel and Trickey eds. (2001)であった。同書では、独・仏、蘭、ノルウェイ・デンマーク、英・米の7国のプログラムについて、目的やイデオロギー、対象集団、行政枠組みなどが比較され、限定された収斂傾向が示されるものの、国毎の多様性が実証され強調された。
当時、米のプログラムは、ワークフェアの代表的なモデルとしてみなされることが多かったが、その特徴は、緩やかな中央集権構造、（擬似）普遍主義的な運用、「依存」予防の目的、「労働市場拘束」戦略や、強力な制裁などであった。米とは対照的に、ワークフェアの一つの明瞭な「類型」がデンマーク・蘭・英で確認され、その特徴は、中央集権的な行政構造、普遍主義的な運用、（依存予防に加えて）労働市場統合の目的、「人的資源開発」戦略であった。
国毎の多様性のなかでも、ワークフェアが受給者に及ぼす影響を考察するためには戦略が重要となるが、戦略に差異をもたらす要因には、対象集団を中心に、公的扶助スキームや積極的労働市場政策、社会問題の規模、政治・イデオロギーなどがある。米では相対的に低い給付金を伴う権利志向の公的扶助に対して、積極的労働市場政策の発展が弱いなかで、シングルマザーを対象にワークフェアが導入され、「依存」予防への焦点化と対象集団の否定的構築が促進されるなどして、「労働市場拘束」戦略が生じた。
３．第二派改革（1998年－2008年）
1990年代後半から2008年の金融危機にかけて、欧米で制度改革の新しい波が生じた。この第二派改革は、最低所得保障の受給者に対する労働への焦点を継続しつつも、雇用サービスの供給改善に焦点を増大させたが、その特徴は、サービスの市場化と個人化であった。
このような政策動向をアクティベーションとして捉え、前述の7国にポルトガルとチェコを加えた9国のプログラム分析によって比較研究を発展させたのが、Lodemel and Moreira eds. (2014)である。同書では、ガヴァナンス理論を用いて、各国の政策が時間を経てどのように変化したのかという軌跡が比較され、その多様性が実証される一方で、共通の特徴としてサービスの市場化が強調された。
雇用サービスの市場化過程には二つの異なる次元がある。第一に、国家と市場の境界再編での国家役割の縮小による市場役割の増大であり、受給者の労働義務を強化する改革や、積極的労働市場政策への投資削減などで確認される。第二に、国家の規制機能における市場メカニズムの採用であり、金銭インセンティブの利用増大や、サービス供給の民間化などで確認される。
第二派改革は、公的扶助の運営において地方の自律拡大と中央政府による現場誘導の強化をもたらしたが、国家役割の変化を考察するためには、各国の軌跡のなかでの戦略変化が重要となる。多くの国でプログラム導入時は「人的資源開発」戦略が優勢であったが、「労働市場拘束」戦略へと移行していった。米では、同様の戦略移行が1980年代から1990年代後半にかけて生じていたが（小林2010）、第二派改革では、公的扶助のなかで食料扶助の比重が増すとともに寛容な運用が行われた。
４．第三派改革（2008年以降）とワークフェア
　2008年の金融危機以降、失業が深刻化するにつれて若年者や長期失業者を中心に公的扶助の重要性は増したが、緊縮財政のなかでの最低所得保障改革では、「人的資源開発」戦略と比べて費用が低い「労働市場拘束」戦略が選択される可能性が高い。さらに移民や難民を中心に失業者や貧困者に対するポピュリズムの高揚は、労働義務を強調するアイディアの活用によって、最低所得保障の権利を削減する改革をさらに進展させるかもしれない。
米では、2008年以降に食料扶助受給者が急増したが、食料扶助でもワークフェアが重視されるようになってきている。現金扶助と比べて現物扶助はそれ自体が権利削減の一形態とみなすことができるが、米では第三派改革によって現物扶助においても権利削減が進展しているようである。
　最低所得保障の受給者の労働義務を強化する改革は、より広い再商品化過程の中核として理解され得るが、そこにおいて福祉国家の役割は、もはや市場の失敗に対する保護ではなく、市場が課す条件に合うよう個人を調整する支援として再定義される（Papadopoulos 2005）。第一派から第三派に至る改革の帰結が、再商品化過程における大幅な権利削減であるならば、ワークフェアには、国家政策とそれに先行する地方施策の関係が戦略の観点からどのように変化したのかを分析する視角が求められる。
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